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新型コロナウイルス感染症の影響による雇用調整助成金の特例措置の概要
今般の新型コロナウイルス感染症のより多くの会社で事業活動が急激に縮小しており､厚生労働省より雇用調整助成金に

係る特例措置が講じられています。さらに同省より4月10日に緊急対応期間（令和 2 年４月１日から同年６月 30 日まで）
の特例措置が公表されています。今回のHP通信では､比較とポイントについてまとめました。

雇用調整助成金の従来の手続きは多くの書類や記載事項が必要でしたが､今回の新型コロナウイルス感染症に係る特例措置

では大幅に簡素化されていますので､対象となる会社はぜひご活用頂きたいと思います。

※既に休業を実施し休業手当を支給している場合でも､令和2年6月30日まで､事後に計画届を提出することが可能になりました。

※緊急対応期間に休業又は教育訓練を

　実施した場合の助成率や教育訓練の

　加算額が従来に比べ大幅に引き上げ

　られています。

また､雇用調整助成金に係る雇用調整助成金の申請書類が簡素化されました。計画届及び支給申請に

必要な書類は以下の表のように､一部書類の作成不要や記載事項が大幅な削減となりました。

各様式については､厚生労働省のホームページよりダウンロードできます。

経済上の理由により､事業活動の

縮小を余儀なくされた事業主が､

雇用の維持を図るための休業手当

に要した費用を助成する制度。

雇用調整助成金とは…

表❶
　従来の雇用調整助成金の要件と
　新型コロナウイルス感染症の影響
　による特例措置の要件の比較

表❷　【計画届に必要な書類】（休業の場合） 表❸　【支給申請に必要な書類】( 休業の場合）

特例以外の場合の雇用調整助成金

経済上の理由により、 事業活動の縮小を余儀なくされた事業主

生産指標要件 3 か月 10％以上低下

被保険者が対象

助成率 2/3（中小） 、 1/2（大企業）

計画届は事前提出

1 年のクーリング期間が必要

６か月以上の被保険者期間が必要

支給限度日数 １年 100 日、 ３年 150 日
短時間一斉休業のみ

休業規模要件 1/20( 中小 )、 1/15( 大企業 )

残業相殺

書類名 書類名

様式第 5 号 (1)
支給申請書

様式第 5 号 (2)
助成額算定書

様式第 5 号 (3)
休業 ・ 教育訓練計画一覧表及
び所定外労働時間等の実施状

況に関する申出書

共通要領様式 1 号
支給要件確認申立書

確認書類①
労働保険料に関する書類

確認書類②
労働 ・ 休日及び休業 ・ 教育訓

練の実績に関する書類

簡素化内容（記載事項 44 事項→17 事項（▲27 事項 )）

・ 自動計算機能付き様式とし、 記載事項を大幅に削減
・ 事業所の所在地等の記載は省略可

・ 自動計算機能付き様式とし、 記載事項を大幅に削減
・ 残業相殺の停止により、 残業時間の記載不要に

・ 日付毎の記載は不要とし、 日数合計のみで可
・ 残業相殺の停止により、 残業時間の記載不要に

・ 「はい」 「いいえ」 を簡易に回答可能な様式に変更

・ 添付不要

・ 出勤簿、 タイムカード以外にも、
・ 手書きのシフト表などでも可
・ 給与台帳以外にも、 給与明細の写しなどでも可

様式第 1 号 (1)
休業等実施計画 ( 変更 ) 届

様式第 1 号 (2)
雇用調整事業所の事業活動の

状況に関する申出書

様式第 1 号 (3)
休業 ・ 教育訓練計画一覧表

様式 1 号 (4)
雇用調整実施事業所の雇用指

標の状況に関する申出書

確認書類①
休業協定書 ・ 教育訓練協定書

確認書類②
事業所の状況に関する書類

簡素化内容 ( 記載事項 29 事項→21 事項（▲8 事項） )

・ 事後提出 ( 申請時に提出 ) を可能に ( ～ 6/30( 火 ) まで）

・ 確認書類は 「売上」 が分かる既存書類のコピーで可に
（売上簿、 営業収入簿、 会計システムの帳票などで可）

・ 作成不要 ( 様式第 5 号 (3) として提出可 )

・ 作成不要

・ 労働者代表選任届に添付を求めていた個別の委任状を
　不要に

・ 既存の労働者及び役員名簿のみで可
・ 中小企業の人数要件を満たせば、 資本額を示す書類は不要に

教育訓練が必要な被保険者に対する教育訓練
助成率 2/3( 中小 )、 1/2( 大企業 ) 加算額 1,200 円

新型コロナウイルス感染症特例措置
緊急対応期間

（４月１日から６月 30 日まで）
感染拡大防止のため、 この期間中は、 全国で以下の特例措置を実施

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける事業主（全業種）

生産指標要件を緩和
（1 か月５％以上低下）

雇用保険被保険者でない労働者の
休業も助成金の対象に含める

4/5( 中小 )、 2/3( 大企業 )
（解雇等を行わない場合は 9/10（中小）、 3/4（大企業 ))

計画届の事後提出を認める（1 月 24 日～ 6 月 30 日まで）

クーリング期間を撤廃

被保険者期間要件を撤廃

同左＋上記対象期間
短時間休業の要件を緩和

併せて、 休業規模要件を緩和（1/40( 中小 )、 1/30( 大企業 )）

残業相殺を停止

4/5( 中小 )、 2/3( 大企業 )
（解雇等を行わない場合 9/10（中小）、 3/4（大企業 ))

加算額 2,400 円 ( 中小 )、 1,800 円（大企業）

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000080400.html

